





































































































































































































































































































































































































































































































2  Haldane, A.G.,［2009］ ‘Rethinking the Financial Network’, Speech delivered at the Financial Student Association, Amsterdam 
on April 28 2009を参照。http://www.bankofengland.co.uk/publications/speeches/2009/speech386.pdf
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の電機や自動車メー カーがすでに劣勢に立たさ
れている。というのは、ボリュー ムゾ ンーの消費者
市場では、韓国、台湾、中国のメー カーが生産
する中級品以下の商品が好まれるからである。日
本企業としては、日本固有のカルチャーをベ スー
とする製品開発が、生き残りの鍵となっている。
6. 将来展望
　19世紀中ごろに確立した経済自由主義は、金
融恐慌の頻発に苦しめられた。そのため社会主
義や共産主義の経済モデルが、経済自由主義の
アンチテーゼとして提起された。1990年前後に旧
ソ連東欧圏が崩壊してからは、再び経済自由主
義の全盛期となったが、次に訪れたのはシステ
ミックリスク顕在化という形のあらたな金融恐慌
であった。そこで先進国政府は経済の立て直し
に乗り出し、金融制度や株式会社制度の見直し
も始まっている。
　国際政治経済面では、米欧に加えてアジア新
興国をあらたな極とする多極体制が模索されつつ
ある。新興国の経済力が強まり、先進工業国が
守勢にまわる中で、欧米諸国の重商主義化がど
ういった形で落ち着くのかが注目される。EUを
中核とするG20が集団指導体制を築くか、それと
も米国経済が再活性化して主導権を回復するの
か、さらにはまた、新興国が独自の統治モデルを
構想するのか、しばらくは混とんとした状況が続
くであろう。その答えは、2025年以降に中国やイ
ンドといった新興国が4つのメガトレンドに挑戦す
る中で出るであろう。
＜執筆者プロフィー ル＞
1970年野村総合研究所入社。同社ニュー ヨーク、ワシン
トン、ロンドン駐在後、いちよし経済研究所社長を経て、
2002年4月から法政大学経済学部教授。主著に「ワシ
ントン･ゲーム」（TBSブリタニカ）、「アングロサクソン･
モデルの本質」（ダイヤモンド）など。
あったはずである。
　グローバル化に伴い、自動車や電機など日本
の製造業企業も、規模の利益を達成するために
海外の同業他社を積極的に買収するようになっ
た。そうした場合、日本企業の理念や経営哲学
を海外の顧客や従業員が共有しなければならな
い。そのため日本企業のカルチャーに普遍性や
頑健性があるかどうかも注目されるようになった。
　もちろん消費者ニーズに合致した商品を供給
するためには職人芸的技能も必要であり、ネット
ワーク化は中小のニッチ業者にとって商機のはず
だが、生産者の多くは依然として大企業である。
実際、経済全体に占める大企業の地位は増大し
てきた。1978年から2008年までの30年間に、米
国のGDPは6倍に増加したが、フォーチュン500
社の売上高はこの間に9倍に増加した。消費者と
生産者のコラボレーションや研究開発には多額
の投資資金を必要とする。そうした資金を投入で
きるのは、大量販売によって規模の利益を達成
し投資資金を回収できる大企業である。
＜日本のカルチャーの発信＞
　ネットワーク化によって、消費者は大量の情報
を受信し、みずからのニ ズーに合った真正で本物
の商品を選択できるようになった。また消費者は
情報を受信するだけでなく、情報を発信する立場
にもなった。特に最近では、消費者が携帯通信
機器のクリックひとつでニ ズーや商品アイディアを
発信できるため、双方向での情報受発信が活発
化している。その結果、強いカルチャーはネット
ワークによって伝播拡散し、弱いカルチャーを駆
逐するようになった。
　鮨、マンガ、カラオケといった日本固有のカル
チャーが世界へ発信されるようになったことも、カ
ルチャーへの関心を高めている。カルチャーは、
車や電機と並んで、今後日本の戦略的輸出商品
を支えるであろう。いやむしろ、8.8億人に達する
とされるアジアのボリュー ムゾ ンー（年収5000～
35000ドルの中間層）の消費者市場では、日本
現代の国際ビジネスの潮流変化
